
東海

2021春季合同労使セミナー
JAM春季生活闘争方針説明
資料（動画版）P２~P17

変革・再生・創造
対話と行動で組織を強化する

「賃金の社会的変革を進める」



１．取り巻く経済情勢と労働条件の実態❶
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世界経済の情勢

●米中貿易摩擦による経済の悪化

米国が民主党バイデン政権になっても経済政
策が急な転換を見せるわけではない。

（大統領選挙の遊説でバイデン氏は、中国政
府の香港における一国二制度を破壊するよう
な行動を厳しく非難）➡先行きは不透明。

米国が壊したもの
修復は難航？

●新型コロナウイルス感染症の世界的拡大（収束が見えない）

 累計感染者数【直近2021/1/20：世界：9609万人、日本34万人）



１．取り巻く経済情勢と労働条件の実態❷

概ねの日本経済の実態

●コロナ禍はリーマン・ショックを超える経済打撃
4～6月期の実質GDPは年率換算484兆円

（出所：第一生命経済研究所）
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❶鉱工業生産指数、出荷指数は、2020年5月を底に回復傾向
❷2020年度の国内設備投資計画（全産業）は前年度比＋3.9％だが着地は減少の公算
（政府系の投資銀行のDBJデータ）
❸2020年度第3四半期（10-12月期）鋼材需要見通し・・・
（国内需要）製造業部門：製造業部門では感染症の影響により前年同期比で減少するが、

自動車を中心とした需要先の生産持ち直しにより、前期実績見込比では増加。
（輸 出）・・・感染症の影響により、前年同期比で減少、前期実績見込比では微増
➍実質GDPは、2020年度-5.5％（日銀、2020年10月）
➎実質GDPの2021年度予測は、日銀3.6％、民間調査機関平均3.43％（2020年10月）
➏消費の落ち込みがさらに増加、実質-7.6％。名目-7.3％（家計調査：2020年7月）
➐物価（2020年度予測）は日銀-0.6％、民間調査機関平均-0.42％（2020年10月）
➑完全失業率２％前半で推移
➒有効求人倍率1.03倍（10月全国）



１．取り巻く経済情勢と労働条件の実態❸

①輸出の減少 ②設備投資は低迷･･･

日本経済への影響
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●名目から物価変動を除いた
「実質GDP」➡コロナ禍

回復・成長

●特に家計の消費支出下落
➡ GDPの６割を占める

個人消費のUP

●「内需が内需を拡大」

賃上げが
景気回復のカギ

●これが連合のいう

経済の自律的(回復)成長

●経常利益は落ちても
自己資本比率は直着と上昇

●内部留保は上昇➡設備投資は低迷
労働分配率は低下



【参考】連合資料「分配構造の転換につながる賃上げ」とは？
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資料出所：連合「2021春季生活闘争中央討論集会資料より」



※経済産業省の鉱工業生産指数、出荷指数は、2020年5月を底に回復傾向。
8月には、やや一服感のある業種も見られる。
        【資料出所：2020年10月7日 金属労協政策局資料より抜粋】

※経済産業省の小売業販売額指数では、6月以降、回復傾向となってお
り、全体としてはコロナ前の水準に達している。

【資料出所：2020年10月7日 金属労協政策局資料より抜粋】

２．コロナ禍における景気の動向①（業種：回復基調にある）
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（出所）JAM賃金全数調査・高卒直入者所定内賃金
（年齢は前後１歳、年は前後１年を移動平均している）

7

190,246 

204,557 

198,839 

222,838 

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

00 02 04 06 08 10 12 14 16 18 20

25歳
300人未満
1000人以上

⊿18,281

⊿8,593

229,335 

233,852 

238,642 

262,176 

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

00 02 04 06 08 10 12 14 16 18 20

30歳

⊿28,324

⊿9,308

260,242 
263,395 

284,597 

305,166 

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

00 02 04 06 08 10 12 14 16 18 20

35歳

⊿41,772

⊿24,355

〔年〕 〔年〕 〔年〕

３．JAMにおける企業規模による賃金実態❶

JAMにおける企業規模による所定内賃金推移（2000年～2020年）

●1000人以上と300人未満とに分けて、
JAM賃金全数調査における高卒直入者の所定内賃金
を前後1年の平均で算出し、比較したもの。
この20年間で25歳～40歳という年齢層において格差の
拡大傾向が表れている。



（出所）JAM賃金全数調査・高卒直入者所定内賃金
（年齢は前後１歳、年は前後１年を移動平均している）

３．JAMにおける企業規模による賃金実態❷
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３．JAMにおける企業規模による賃金実態❸
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JAMにおける夏季一時金月数の推移（2007年～2020年）13年間

●1000人以上と300人未満とに分けて、
JAMにおける夏季一時金月数の推移を比較したもの。
この13年間で夏季一時金月数にも約0.5ヶ月以上の差として
縮まっていないという傾向が表れている。



４．中小の職場実態
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中小の現場
❶受注あれど値下げ要請
❷短納期化⇒行程の過密
❸部材の遅れ

零細企業の廃業
❶後継者不足
❷技能継承不足

〇長時間労働
残業・休出対応過重労働

〇雇えない
人を雇わない

〇肉体的精神的な衰弱、
メンタルヘルス問題、
離職

負の連鎖

〇熟練工不足
〇技能継承不足

〇一人当たりの
生産量の増加

日本の医療現場やものづくり産業は危機的状況!!

負の連鎖と闘いながらコロナ禍となっても、世界から見て稼働状態を壊さ
ず、懸命に現場を維持している労働者に尊厳がある!!



５．JAMがめざすもの

企業経営に対する中長期的視点
❶人への投資 中長期的な賃金政策・教育訓練への投資を要求
❷生産性の向上 危険で厳しい作業現場への設備に投資を促進申し入れ
❸あるべき「働き方」の追求 仕事の目的・役割・責任に見合った熟練の向上

➍資産活用を含めた製造原価の検証、収益性の評価 経営分析と点検

社会的公正労働基準の確立
-格差是正の取り組み-

❶賃金水準にこだわる取り組み 個別賃金
❷労働条件の平準化 賃金の高位平準化
❸労働法制改革 労働者から要請と運動を!!

「価値を認めあう社会へ」の実現
-公正な取引慣行の確立-

❶自らが「労働力」「製品」に対する
価値評価を!

❷組合⇒会社⇒取引先への要請行動
❸業界団体、行政への環境整備要請
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１．2021年春季生活闘争の役割
●2021年春季生活闘争において「賃金の社会的変革を進める」取り組みを継続する。

中長期的な課題「①生産年齢人口の減少」「②賃金水準の低下」「③格差拡大」など。
●「同一価値労働同一賃金」「労働時間」原則の徹底、「社会連帯」の取り組みを進める。

６．JAM2021春闘の基本的なスタンス①
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２. 「底上げ」「底支え」「格差是正」に向けた所定内賃金を改善する｡
●所定内労働時間で生活できる賃金をめざし、産業内・企業内の格差是正を要求する。
●個別賃金要求方式による 30歳または35歳の一人前労働者、標準労働者の具体的な要求・交
渉基準の明確化に取り組む。
●地域別最低賃金を踏まえ、全単組で高卒初任者賃金を目安とする18歳以上企業内最低賃金
協定の締結と水準引き上げに取り組む。

３.「価値を認めあう社会へ」の実現
●当該企業、省庁、業界団体への働きかけ､取引価格の引き下げなどの行為に及ばぬよう取
り組みを強化する。何より自らが「労働力」「製品」に対する価値評価を!

４．一時金
●一時金月数において、大企業と中小企業の規模間差は広がってきた。
年間生計費の維持・回復を重視する観点から昨年通りの取り組みを継続する。



５．各種労働条件および雇用環境整備
❶労働時間規制 (2020年4月1日以降、中小企業も適用)

❷同一労働同一賃金(2020年4月1日以降、大手企業は適用➡中小は2021年4月1日以降)

❸高齢者雇用問題（次頁参照）
(2021年4月２日以降、65歳まで完全無年金➡働きの価値に見合った賃金を)

➍ダイバーシティ対応 (偏見のない多様な労働者による生産性向上➡差別のない賃金)

６．2021春闘の基本的なスタンス②
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６．企業業績が厳しい単組への対応
●コロナ禍に起因した経済状況の変化を踏まえ、雇用問題が発生するなど、賃金改善要

求の提出を断念せざるを得ないと判断される単組は、早期に企業状況の現状分析を十分
行い、今後の対応を具体化する。



６．2021春闘の基本的なスタンス③

2021年4月1日までに回答を引き出す取り組みを!!
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●JAM高齢者雇用に関する指針に沿った定年延長を要求し、定年延長を見据
えた労働条件を改善する。

１．定年延長
❶65歳への定年年齢の引き上げもしくは定年廃止に取り組む

❷現役制度に不利益変更の無いよう配慮
❸同一の働き方の場合は同一の処遇
●再雇用後の仕事は？「同じ職場で同じ仕事」が91.9%

➍定年年齢を選択できる場合も、選択により不利益が出ないよう留意
２．定年延長を見据えた継続雇用者への対応

❶組合員化
❷希望者全員の雇用確保
❸将来の定年延長を見据えた賃金水準の段階的な改善

３．労働諸条件の維持と高年齢者が働きやすい職場環境の整備

JAMの高齢者雇用実態（2019年賃金・労働条件実態調査）

●定年年齢は？
60歳 93.8% （1216単組）
60歳超65歳未満 2.5%    （32単組）
65歳以上 3.8% （49単組）
60歳超の定年年齢合計 （81単組）



統一要求日：2月24日（水）
全単組がこの日までに要求を提出する。

統一回答指定日：3月16日（火）・17日（水）
全単組が回答の引き出しに全力をあげる。

３月内決着をめざす取り組み
統一回答指定日以降のJAMの闘争状況をふまえ、各種共闘指標を
活用しながら、３月「月内決着」に全力を上げる。

７．要求・交渉日程
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８．ワンシート方針大綱❶
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８．ワンシート方針大綱❷
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東海

2021春季合同労使セミナー
JAM東海春季生活闘争方針補強
説明資料（動画版）P19～P22

変革・再生・創造
対話と行動で組織を強化する

「賃金の社会的変革を進める」



１．ＪＡＭ東海の2021春闘補強方針(案)について①

東海の2021年春季生活闘争方針補強(案)

ＪＡＭ東海は、ＪＡＭ2021年春季生活闘争方針を基本遵守の上、全ての
構成単組が統一闘争に取り組むことを重視し、下記のＪＡＭ2021年春季生
活闘争方針を補強します。（具体的取り組み、日程、振り返りの３点）

（１）具体的な取り組み
１）2021春闘の東海の重点取り組み

① 統一要求日（2/24）迄に全ての単組が何らかの要求提出（賃金・一時
金・定年延長・諸条件・職場改善等）を行なう。また、構成単組の
50％以上が要求を目指すこととします。

２）構成単組の取り組み
① 単組交渉スケジュ－ルの作成を行なう。
② 全ての構成単組は、以下の取り組みを図ることとします。

≪継続した７点の取り組み≫
ア．賃金実態の未把握の単組は、早急に調査を行い組合員の賃金実態を

把握する。
イ．単組の執行委員会で個別賃金要求の検討をはじめ、あるべき賃金水

準について議論を開始する。
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１．ＪＡＭ東海の2021春闘補強方針(案)について②

東海の2021年春季生活闘争方針補強(案)

≪継続した取り組み≫
ウ．現行の30歳又は35歳の賃金水準をＪＡＭ東海に報告する。
エ．毎年18歳最低賃金の時間給協定を締結する。
オ．労使協議会を毎月開催し、労働時間管理（長時間労働削減に向け）

を強化する。
カ．「価値を認め合う社会の実現」の要請文を提出し、労使で共有化を

図る。
キ．企業問題・合理化問題対応の組合については、雇用確保を前提とし

た昨年実績を下回らない要求を行う。
≪本年の取り組み≫

ア．定昇又は賃金構造維持分を確保した上で、「格差是正」及び「賃金
改善等」を鑑みた「賃金の底上げ・底支えの必要額」（6,000円基
準）の要求を行う。「賃金の底上げ・底支えの必要額」要求の判断
が厳しい単組については、ＪＡＭ一人前ミニマム基準への賃金水準

（30歳240,000円、35歳270,000円、到達を意識した要求を行う。
イ．平均賃上げ要求に取り組まざるを得ない単組の要求基準はＪＡＭの

賃金構造維持分4,500円に6,000円を加え、「人への投資」として
10,500円以上とする。
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１．ＪＡＭ東海の2021春闘補強方針(案)について③

東海の2021年春季生活闘争方針補強(案)

≪新たな２点の取り組み≫
ア．2021年４月２日以降に60歳を迎える方は、65歳までが無年金期間と

なります。定年延長にむけた取り組みを行う。賃金は、各単組の一
人前到達年数を勘案し、最低基準を240,000円あるいは270,000円と
する。

イ．働き方改革関連法など、労働関連法への対応・点検を行う。

３）地区協の取り組み
① リーディング単組の設定（各地区協で１単組以上）を設定し、産別統

一闘争への集中を図る。
② 地区協役員による春闘事前単組オルグを１～２月内に実施し、要求趣

旨説明や会社状況の点検を行う。
③ 地区協毎（合同も可）の春闘学習会を１月～２月に開催し、単組の要

求づくりを支援する。

（２）取り組み日程
統一要求日 ：２月２４日（水）
統一回答指定日 ：３月 日（火）、３月 日（水）
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１．ＪＡＭ東海の2021春闘補強方針(案)について④

東海の2021年春季生活闘争方針補強(案)

（３）ＪＡＭ東海の2020年春季生活闘争を振り替って
〔結果〕※()数字は前年実績(188単組)

・個別賃金要求 19.7％・37単組（21.4％・41単組）※１.７ポイント低下
・配分に絡んだ交渉 29.8％・56単組（31.6％・61単組）※１.８ポイント低下
※上記のうち300名未満は16.0％・30単組（13.4％・26単組)

以上

ご清聴ありがとうございました。
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